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（1）部会概要
①情報基盤整備部会 (部会5) の概要
②部会での検討事項（全体像）
③スケジュール

（2）今年度までの部会での検討の報告（概要）
（3）今年度までの部会での検討の報告（詳細）
（3－1）データ連携の基本的な考え方

①データ連携の定義
②ワークフローとデータフロー
③連携条件と手法
④連携環境

（3－2）Common Data Environment (CDE)
①CDEの概要
②海外のCDE
③海外と国内のCDEを比較

（3－3）用語の解説
①IFC ②AWARD ③LOD ④MEA ⑤LOD、MEAの現在の状況と今後の議論 ⑥IDMとMVD

（4）その他
①building SMART Japan (bSJ) とは
③bSJ 建築データ連携小委員会 発足の背景



（1）部会概要
①情報基盤整備部会 (部会5) の概要
②部会での検討事項（全体像）
③スケジュール
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（1）①情報基盤整備部会（部会5）概要
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建築BIM推進会議の中の位置づけ
BIM普及の課題の一つ「データの不連続」を解消するために情報共有基盤の整備検討を行うことを目的とする



（1）②部会での検討事項（全体像）
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（1）③スケジュール

部会５ 2020年度 2021年度 2022年度
上期 下期

各年度の
実施内容
（概要）

BIMを活用して建築資産のライフサイクル全体にわたって情報を管理するための国際規格（ISO19650)等、
国際標準・基準を分析し、平行して国内のデータ連携環境の現状分析を行う。

フローデータも含めた共有環境技術の開発、他
国での状況を分析する。データ真正性やデジタ
ル証明技術等を確立することで、よりセキュアな
情報基盤の確立を目指す

他部会との連携により、より広い
範囲での情報共有環境の調査を
行う

・部会３
⇒BIM確認申請とCDE,

データ真正性
・部会４
⇒データ連携のコード化

成果・目標

○データ連携
・工種別連携仕様書の策定と施行

○CDE
・情報共有環境の調査
・ストックデータの実証用CDE構築と実証環境の構築

○国際標準・基準への理解促進
・BIM活用の進展に伴う英国Plan of Work、BS、CIC文書、およびISO等の変遷の理解と
我が国への展開方策の検討

○データ真正性確保技術の確立

○デジタル証明技術の確立
・BIMモデルファイルに対する署名の適用性検証

○データ連携
・連携用データの抽出プログラムの開発

○CDE
・フローデータのCDEの検討と実証環境の
構築

○国際標準・基準への理解促進
・BIMプロセスのコラボレーションにおける
各国の情報連携手法と環境調査

○データ真正性確保技術の確立・デジタル証
明技術の確立
・クラウド環境におけるデータ真正性、
デジタル証明技術の適用状況の調査

○データ連携
・連携用データの
抽出プログラムの開発

○CDE
・アーカイブデータの利用基準
の策定

○国際標準・基準への理解促進
・データ連携にかかる各国
基準の制定状況の把握

○データ真正性確保技術の確
立・デジタル証明技術の確立
・データ連携環境において
具備すべき技術的仕様の
提案

実施内容
（詳細）

○データ連携
・工種別に専門工事業者が必要とする情報を整理

○CDE
・既存の情報共有環境の調査
・エビデンスデータの定義

○国際標準・基準への理解促進
・Plan of Workの変遷に見るコラボレーション
概念の導入過程の調査

○データ真正性確保技術の確立・デジタル証明技術の
確立
・IFC-XMLファイルに対する電子署名適用性
の調査

○データ連携
・左記情報が記載されている設計図書の分析
・データ連携仕様の策定

○CDE
・ ストックデータの共有環境の試行

○国際標準・基準への理解促進
・情報マネジメント（特に設計プロセス・施工計画
等）の建築生産性上の位置づけに係る国際的
な位置づけに係る情報の収集整理

○データ真正性確保技術の確立・デジタル証明技術の
確立

・IFC-XMLファイル電子署名適用実験

○データ連携
・2020年度に作成した仕様書を元に連携用データを抽出するプログラム
を開発

○CDE
・フローデータの共有環境の検討

○国際標準・基準への理解促進
・建築生産マネジメント、（主として契約行為）における「情報」の扱いに
係る各国および国際的な規基準の把握とわが国の位置づけに係る考察

○データ真正性確保技術の確立・デジタル証明技術の確立
・各国で利用されるCDE環境におけるデータ真正性、デジタル証明技術の
調査、我が国において具備すべき技術的仕様の検討
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（2）今年度までの部会での検討の報告（概要）
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（2）今年度までの部会での検討の報告（概要）

１．データ連携の基本的な考え方について整理した
・データ連携の定義を定めた
・データ連携に必要な「ワークフロー」と「データフロー」について整理した
・データ連携の考え方として連携に必要な条件を整理した
・データ連携の手法を整理した

２．CommonData Environment(CDE)について海外と国内の状況を比較した
・CDEの概要を整理した
・海外でのCDE利用を国内状況と比較し、検討方針を整理した

（今年度の部会５の状況）
５つの検討事項を担当する部会５であるが大きく3つのグループに分けられ、進捗も異なることが分かった。その為、今
後の検証スケジュールを共有し、協業体制を組んだ。

チームA 国際標準・基準（IIBH、ｂSJ中心）｜定期的な検証は開始前
チームB 情報共有基盤（ｂSJ中心）｜既に検証を開始済み
チームC データ真正性、デジタル証明（国総研、建研中心）｜予算化してから稼働

その為、チームBの情報共有基盤の検討をベースにチームA、Cの検証を合わせていくこととした。
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（3）今年度までの部会での検討の報告（詳細）
（３－１）データ連携の基本的な考え方
（３－２）Common Data Environment (CDE)
（３－３）用語の解説
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（3－1）データ連携の基本的な考え方
①データ連携の定義
②ワークフローとデータフロー
③連携条件
④連携手法
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（3-1）データ連携の基本的な考え方 ①データ連携の定義
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今年度の部会議論内容
◆データ連携の定義

BIMオーサリングツールで作成されたデジタルデータを用い、人間の理解、解釈を介さずに
機械的に情報伝達すること

⇔ 人間の理解、解釈を介するアナログ情報の伝達は「意思疎通」であり
デジタルデータの授受であったとしても「データ連携」とは考えない

◆データ連携の手法（詳細は後述）
①前工程から後工程にデータを伝えるバトンタッチ方式 Data Delivery

⇒ 連携データの構成、データ連携手法の標準化を検討する

②関係者でデータを共有する方式 Data Share
⇒ データ共有環境の標準化を検討する
⇒ Common Data Environment（CDE）



ワークフロー（建築BIM環境整備部会による）
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（3-1）データ連携の基本的な考え方 ②ークフローとデータフロー データ作成者
デジタルデータ作成者
● 設計者

設計データの作成

EIRに指定された設計期間中の維持管理データ(*2)の作成

● 一括発注に於ける施工者、分離発注における発注者・監理者
施工データ、整合調整データ（整合調整環境）の作成

EIRに指定された施工期間中の維持管理データ (*2) 作成

⇒ 維持管理BIM作成者にデータを提供

● 専門工事業者
専門工事データ（整合調整用に提供）の作成

加工データ（非公開データ）の作成

EIR・BEPに指定された施工期間中の維持管理データ (*2)の作成

⇒ 維持管理BIM作成者にデータを提供

● 維持管理BIM作成者
EIRに指定された施工期間中の維持管理BIMデータ (*2) 作成

施工者等が提供する維持管理データの取りまとめ

(*1)EIR：Employer’s Information Requirement（BIM発注情報要
件）

発注者が設計者、施工者に求めるBIM要件を定義した文書

(*2)維持管理データ：維持管理に必要な帳票類を含むデジタルデータ

◆データ連携で利用可能なデジタルデータ
① BIM（Building Information Modeling）

●BIMオーサリングツール固有のファイル形式（ネイティブデータ）の

デジタルデータ

●ISOに規定された共通ファイル形式”IFC”に変換されたデジタルデータ

② csv等テキスト形式のデジタルドキュメント

●Excel等で作成した二次利用可能なテキスト形式デジタルドキュメント

※PDFやWORDは、記述様式が自由なため二次利用が難しく、最終

成果物としては有効だが、データ連携には適さない

●building SMART Japanが策定した構造用中間ファイル”ST-Bridge”

③ その他のデータ形式（上記を補完するデータ形式）

●BCF（BIM Collaboration Format）

異種のBIMオーサリングツール間でコメントや視点、画角、三次元

形状の切断位置等の情報を伝えるためのファイル形式

●STEP：製造系で三次元形状等のデジタル

⇒ 当部会では、①、②をデータ連携の対象とする



（3-1）データ連携の基本的な考え方 ②ワークフローとデータフロー 維持管理BIMデータ

概算見積

構造歩掛

設備歩掛

外装要素

維持管理BIM ≠ 設計BIM、施工BIM

S2設計BIM

※CDEで、どのデータを「共有」するかを議論するには、この前提はとても重要となる

維持管理BIM

維持管理に必要なBIMデータをは、建築の生産プロセスで用いるBIM（設
計BIM、施工BIM）ほどの情報量は必要ではない
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【Data Flow】BIMで用いられるデジタルデータの性質をStock DataとFlow Dataに分けて考える

データ連携で用いるデータ
データ連携とは、建築の生産プロセスで用いるデジタルデータを関係者間で授受、共有すること

● 誰から誰にデータを流すのか
①設計、施工、専門工事業者 ⇒ 発注者、維持管理者、維持管理BIM作成者
②設計 ⇒ 施工、専門工事業者
③専門工事業者 ⇒ 専門工事業者
④専門工事業者 ⇒ 施工者（分離発注における発注者、監理者を含む）

後工程で必要とするデジタルデータを分析し、前工程で作成するデジタルデータから抽出する仕組みを検討する

14

維持管理に必要なデータ

（3-1）データ連携の基本的な考え方 ②ワークフローとデータフロー 連携するデータの性質

設計データ

異種取合いデータ

整合調整用データ



（3-1）データ連携の基本的な考え方 ③連携条件
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◆データ連携で用いるデジタルデータ
①設計者が作成するデジタルデータ

設計BIMデータ（形＋属性情報）＋ ドキュメント（仕様書等）
維持管理BIMデータ

②施工者・分離発注における発注者、監理者が作成するデジタルデータ
施工BIMデータ（形＋属性情報）＋ ドキュメント（要領書等）
統合BIMデータ（形＋属性情報）
維持管理BIM提供データ（施工BIMから抽出されたパラメータ）

③専門工事業者が作成するデジタルデータ
提出用BIMデータ（形＋属性情報）
維持管理BIM提供データ（機器台帳等のパラメータ）

◆データ連携に用いるファイル形式
BIMオーサリングツール以外にExcelや外部のDatabaseも利用する

⇒ デジタルデータはBIMだけではない
関係者が同じソフトウェアを使用するとは限らない

⇒ 異なるソフトウェアを利用する
⇒ ネイティブデータを前提としない



（例）鋼製建具の例

①バトンタッチ式

a)  形で伝える

伝達先で変更修正、調整がない場合

b) パラメトリックに伝える

伝達先で変更修正、調整がある場合

（3-1）データ連携の基本的な考え方 ④連携手法

（例）ダイヤフラムの情報伝達

板厚●●㎜
材質SN490C

大きさ●●×●●

梁フランジ厚に対し
2サイズUP

（構造のDocument）

設計変更があった場合、
パラメトリックな変更は難しい

設計変更があった場合
伝達先でパラメトリックに変更可

能

伝達先のCADで
形状を再現できる場合、
形状で伝えるよりは、

パラメータで伝える方が
利便性が高い

伝達先のCADの性能により
伝達手段は異なる

形を伝える

パラメータを伝
える

設計 専門工事
業者

専門工事
業者A

専門工事
業者B

設計で決まる
パラメータ

施工で決まる
（調整される）

パラメータ

製作で決まる
（調整される）

パラメータ

パラメータで伝える方が正しい情報が伝わる

②CDE
設計中、施工中の建築データは

リアルタイムに変わっていく

⇒ （仮）Flow Data

エビデンスやアーカイブとして残す、

ある瞬間を切り取った建築データ

⇒ （仮）Stock Data

EvidenceEvidence

Version 1
EvidenceEvidence

Version 2
EvidenceEvidence

Version 3
EvidenceEvidence

Version 4

形ではなくパラメータの方が必要な
情報を共有することが可能な場合もある
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（3－2）Common Data Environment ( CDE )
①CDEの概要
②海外のCDE
③海外と国内のCDEを比較
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（3-2） ①Common Data Environment（CDE）の概要
建築生産ライフサイクルにおいて設計・施工・製造・運用・維持管理など各段階の関係者が、設計・施工情報（二次元、三次元、その他関係情報）を共有
し受け渡すための環境。情報共有やデータ交換を円滑化する約束事や手順、システム要件などを含む。クラウド・サーバーを介して実行され、関係者の実行
記録や承認フローが明確化できる。（出典：BIMのかたち／日本建築学会編）

プロジェクトで扱う設計情報の成熟度合
活用シーン検討 実践的活用に向けた成熟期へ



CDEの概念
◆企画から運用に至るまで 全ての関連企業と施主が デジタルデータを共有

一般財団法人日本建設情報総合センター殿
「英国のBIMを利用する建設プロジェクトの情報マネジメント仕様書」より

EIR
どのデータをいつ
必要とするかを

明確化

BEP
どの様なモデルとデータを
準備するかを明確化

MIDP
何をいつ

実行するかを
明確化

PIM
誰が、何を、何時、

どのように、
どのレベルの

詳細度・情報で
実行するかを明確化

（3-2）②海外のCDE 1）英国が作成した情報伝達サイクル（PAS1192-3：2014より） 解説
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CDEコンセプト
(ISO19650-1)

CDEコンセプト
(ISO19650-1)

（3-2） ②海外のCDE 2）ニュージーランドBIMハンドブック
◆ CDEの概念を各国の状況に合わせて普及している

左がISO19650-1で解説されているCDEのコンセプト。右がISOを元にニュージーランドで作られたCDEコンセプト。

一般化されているISOと比べて、より実際に即した追記がなされており、CDEを企業用とプロジェクト用に分けて考えられている。

CDEコンセプト
（ニュージーランドBIMHandbook）

CDEコンセプト
（ニュージーランドBIMHandbook）

プロジェクト用CDE 企業用CDE

解説
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CDEの利用状況に関して、CDEの概念を採
用している某空港（海外事例）と国内BIM
プロジェクト（国内事例）を比較

●海外事例（某空港）
年間に70近くの改修工事を多数の工
事会社で行うため、常に最新の建築情
報を管理し、アップデートする必要がある。
工事会社に改修部分のIFCと点群デー
タの納品を義務付け。

●国内事例
発注者としてはBIMデータの利用は考
えていない。受注者側が設計、施工の
効率化のためにBIMを利用している状
況。

（3-2） ③海外と国内のCDEを比較
◆ CDEの概念を理解するために国内外の2つのケースを比較

解説
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進行中の作業（設計中）

●海外事例（某空港）
受注者である設計事務所や施工会社が社

内で作業をしている状況。
意匠、構造、設備等の各分野が異なるBIM

ソフトウェアを使用。
ソフトを指定するとコストアップにつながるため、

発注者は受注者の使用ソフトを指定しない。
企業毎に独自のCDE環境を選定。
入力ルールや仕様はBEP（BIM実行画）に

記載されている。

●国内事例
発注者が指定するBEPがないため、受注者

側でBIMを利用している。

【当部会での論点】
使用しているデータはネイティブデータであり、

常に変更しているため、仮に「フローデータ」と呼
称している。各企業のCDE環境に契約関係に
ない他社や発注者を入れるハードルが高い。

（3-2） ③海外と国内のCDEを比較
◆ CDEの概念を理解するために国内外の2つのケースを比較

例
意匠：ARCHICAD
構造：Revit
設備：Rebro

解説
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共有（受注者間打合）

●海外事例（某空港）
発注者側が用意したCDE環境に発注者が

BEPで指定する形式（IFC)、頻度でデータをアッ
プロードする。アップロードされたデータはプロジェク
トチーム内で打合せ（分科会）にて共有され、
修正方針等を決定する。
空港という用途上、CDEはオンプレミス環境。

●国内事例
BIMで設計が行われているプロジェクトでも発注

者がデータ共有の場を用意するケースは少なく、
紙図面で打合せが行われる。
BIMを用いている施工現場で、請負のゼネコン

がCDEを設定するケースがある（請負として関係
者間の情報共有環境を設定）

【当部会での論点】
常に設計を進めているフローデータから切り離して発注

者に提出されるため、「ストックデータ」と呼称。
発注者がBIMを高度に使用している場合はネイティブデ

ータを求めることもあるがが、ソフトの費用やバージョンアップ、
BIMスキルを保有する人材が発注者側に必要となる。
長期に渡り、最適なコストで情報を管理するためには

IFCが適している。

（3-2） ③海外と国内のCDEを比較
◆ CDEの概念を理解するために国内外の2つのケースを比較

例
意匠：IFC
構造：IFC
設備：IFC

解説
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公開（発注者受注者間打合）

●海外事例（某空港）
施主を含めた進捗を共有する会議で提出さ

れるデータ。
プロジェクトチーム全体が使用する閲覧およ

び検証済のBIM情報を元に打合せが行われ、
承認される。
発注者がBIMデータを要求するのはプロジェ

クト管理はもちろん、施設管理の事前検証、
テナント誘致のコンテンツとして利用している。

●国内事例
発注者がBIMデータを求めるケースが無いた

め、図面、CG等を紙資料やPDFで提出し、
設計者／施工者が持ち込んだPC等でBIMデ
ータを投影し打合せ。

【当部会での論点】
国内では発注者側がBIMデータを使う事例が少な

いが、発注者側に提出するBIMデータの目的、仕様
をEIR・BEPで規定することが肝要。

（3-2） ③海外と国内のCDEを比較
◆ CDEの概念を理解するために国内外の2つのケースを比較

例
意匠：IFC
構造：IFC
設備：IFC

解説
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アーカイブ

●海外事例（某空港）
打合せで承認されたデータをアーカイブする。
保存されたデータは、一般公開データ（地図
アプリ等で一般ユーザーが閲覧するデータ）、
工事関係者公開データ（工事関係者のみに
共有されるデータ）、会社関係者公開データ
（施設管理者だけが見れるデータ。一部の人
しか権限が与えられていない）に分け、APIで
制御している。

●国内事例
図書や打合せ資料（紙やPDF)として発注
企業のデータベースに保管される。

【当部会での論点】
アーカイブされた情報（確認申請情報等）がデジタ
ル社会資産として共有されるためには、アーカイブデー
タへのアクセスのシステム、仕様等、開発が必要となる。

（3-2） ③海外と国内のCDEを比較
◆ CDEの概念を理解するために国内外の2つのケースを比較

例
意匠：IFC
構造：IFC
設備：IFC
点群データ
図面PDF

解説
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①誰が共有するのか？
国内の場合、受注者がBIMデータを共有
⇒ 作業中のデータ（ネイティブデータ／フロー

データ）を扱うCDEの要望が高い
しかし、各社のフローデータはそれぞれのデータ

ベースに結びついているため、プロジェクト全体で
の共有はハードルが高い。

海外の場合、発注者が関係者でBIMデータを
共有するため、共有データは確認、承認し、確
定したストックデータとなる。
国内においては、発注者は求めていない

（注：発注者がBIMにメリットを感じ、求める場
合は建築BIM環境整備部会資料に記載あ
り）が、技術的には現在でも採用が可能。

当部会では、フローデータCDEの前に、ストック
データCDEの議論から進める

（3-2） ③海外と国内のCDEを比較
◆ 2つのケースを比較した上での議論

フローデータCDE
受注企業間では可能
PJ全体では難しい

開発等が必要

ストックデータCDE
発注者側の要求が必要

PJ全体でも可能
開発無しで採用可

議論



（3－3）用語の解説
①IFC
②AWARD
③LOD
④MEA
⑤LOD、MEAの現在の状況と今後の議論 ⑥
IDMとMVD
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①IFC IFCとは

IFC

IFC=Industry Foundation Classes
建物を構成する全てのオブジェクトのシステム的な表現方法の仕様

IFC（Industry Foundation Classes）とは、中立でオープンなCADデータモデルのファイル形式です。BIMのデータを
流通させるためのファイル形式です。IFCはPDFやPPTなどと同じ拡張子の一つで、Open BIMの環境に寄与したファイル
フォーマットです。BIMモデルは、建設に使用される実際の構成要素（壁、柱、窓、ドア、階段など）をコンピューター上に
再現し構成していますが、IFCはこれら各構成要素の情報を保有し、ソフトウェア間におけるデータの共有化を容易にして
います。また、IFCは立体的な図形表現と属性情報を併せ持っています。IFCに属性情報も含めてデータを流通させること
で、建築物や土木構造物の3Dデータのやり取りを可能にしています。

参考資料

28



IFC① ビューワー系 IFC② 解析系

IFC③連携系

IFC④ 統合系（干渉チェック）

IFC⑤
アーカイブ

※確認申請等

Structure / RevitStructure / Revit

Architecture / ARCHICADArchitecture / ARCHICAD

MEP / RebroMEP / Rebro

Concept Design                Schematic design              Design Development

StructureStructure

IFCは建設業界のソフトウェア・アプリケーション間のデータ共有化とその相互運用を可能にします
①IFC IFC連携とは 参考資料

29



bSI=building SMART International
②Award building SMARTとは

活動内容
 活動内容BIMにおける3 次元建設情報モデルIFC（Industry FoundationClasses）、BIMデータ連携仕様を記述する
ためのIDM（Information Delivery Manual）、MVD（ModelView Definition）、分類コード体系をデジタル化するた
めのIFD（International Framework for Dictionaries）などの標準化、普及推進を行っている国際組織。ISO（国際
標準化機構）、CEN（欧州標準化委員会）、OGC（Open Geospatial Consortium)、GS1(サプライチェーン国際規
格組織）などと協調して活動を推進している。

buildingSMART International(bSI)の委員会(Room)概要
 Building Room  建築分野のBIM ガイドライン、BIM 教育、IDM、MVDなどの標準、

  技術仕様などの検討、策定。
 Infrastructure Room  道路、橋梁、鉄道、トンネル、港湾分野へのIFC 拡張。
 Product Room  建設分野の用語、分類体系コードなどをIFDに基づくデジタル辞書

  フレームワークbSDD（buildingSMARTData Dictionary）に
  蓄積活用する環境の構築

 Regulatory Room  建築確認申請分野へのBIM活用ガイドライ策定、自動チェックシステムなどの検討
 Technical Room  IFC策定、IFC実装ツールキット、API・Linked Data等新領域技術の研究、
    技術開発
 Construction Tech Room 施工分野におけるBIM・ICT活用（AR（拡張現実）・MR（複合現実）・
    BIM-IoT連携など）の事例共有、課題把握
 Airport Room  空港分野におけるプロジェクト、資産管理、運用管理等に関するIDM 、

  IFC策定の検討。
 Railway Room  鉄道関係の軌道、架線設備、電力系統、信号系等についてIFC策定を推進中。

BIM普及推進活動
〇IFCソフトウェア認証 〇国際BIM個人能力認証制度 〇buildingSMART Award

参考資料
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bSI=building SMART International
②Award bSIとは

CHAPTERS (21支部)
オーストラリア＆ニュージーランド支部
オーストリア支部
ベネルクス支部
カナダ支部
中国支部
フランス支部
ドイツ支部
イタリア支部
日本支部
韓国支部
マレーシア支部
北欧支部
ノルウェー支部
ポーランド支部
ロシア支部
シンガポール支部
スペイン支部
スイス支部
トルコ支部
英国＆アイルランド支部
アメリカ支部

MEMBERS(会員)
ストラテジック・アドバイザリー・カウンシル（7社）
アラップ オートデスク 中国交通建設通信有限公司
中国鉄道BIM連盟 ネメチェック オラクル シーメンス

マルチナショナル・メンバー（15社）
ベントレー ベクセル ブルービーム ブリックシス
カテンダ コビルダー ダッソー データデザイン
グラフィソフト 鹿島 ロイヤルハスコニング
スイス鉄道連盟 ストラッバッグ トリンブル
ベクターワークス

スタンダード・メンバー（33社）
ACCAソフトウエア スキポール空港管理会社
バスラー＆ホフマン BIMインフラDK
中国建設設計研究院有限公司 シメックス CRB
DBネッツ DBAグループ ノルウェー建物オーソリティ
フェローバル FMグローバル グレバート
ホチティフPPPソリューション ホチティフビコン
HOK iLFグループ ライカ・ジオシステム
メンシュアンドマシーン OBBインフラ 応用地質
ポリテニコ プロマテリアル RFI
ライクスウォーターズタット SAMOO SNCF
ストラ 竹中工務店 TAJD TNO
スウェーデン運輸管理局 メトロ

参考資料
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②Award bSIとは 参考資料
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②Award bSI Awards

bSIでは、IFC 、BCF（ BIM Collaboration 
Format）などbuildingSMART標準を活用し
たオープンBIMの普及促進を目的に、2014 年
からbuildingSMART Awardを年一回実施し
ている。春に応募を開始して、秋のサミット国際
会議において設計、施工、維持運営、学生、研
究の５部門の審査発表、表彰式を行う形式で
ある。2019年度は各国から計111の応募があり、
11の応募チームにAwardが授与された。
Awardの判定は、オープンなBIM標準である
IFC, BCF, COBie（Construction 
Operations Building Information 
Exchange）, bSDD,IDM,MVDなどの活用、
およびユースケース（空間調整、数量積算、コス
ト分析、エネルギー分析、環境シミュレーション、
建築確認、4D/5D-BIM、維持管理など）の状
況などが総合的に審査される。

参考資料
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②Award bSI Awards

選定の基準① openBIM Standards
データ連携に必要な項目毎に審査。個々の使い方を
確認することが出来る

選定の基準② USE Case 使用事例
設計24項目、調達4項目、組立11項目、運営
11項目、合計50項目のUSE Caseで審査

参考資料

プロジェクト毎の分析①
プロジェクト毎にopenBIM Standards / USE Caseの
どの項目を採用しているのか分析することが出来る

プロジェクト毎の分析②
更にどの技術をどのソフトを連携して使ったか分析
することが出来る

34



③LOD

ガイドラインではBIMでデジタル情報の一貫性を確保し、生産性の向上等、様々な主体にメリットのある活用が求められることが記載
された。また、発注者のメリットにつながる維持管理BIM作成業務や、維持管理・運用で必要と想定されるBIM及びそのモデリング・
入力ルールを、設計者との契約前に検討し、設計者・維持管理BIM作成者と維持管理BIMに求めるモデリング入力ルールを共有
するライフサイクルコンサルティング業務等、新しい業務が定義された。これまでの受注者側である設計事務所や施工会社が自主的
に利用していたBIMと異なり、以下の2点が異なる。
・建物のライフサイクルを通じ、一貫してBIMを用いる
・最終的に発注者に維持管理BIMを届ける

そこで、前出の3つの意見を考えてみる

意見① 過去、各団体で国内用のLODを策定しようしたが運用には至っていない
これまでの設計事務所や施工会社におけるLODの議論は設計と施工でのフェーズ内でのLODの運用に止まっていた。発注者に維
持管理BIMデータを届ける業務は、契約が異なる関係者間でのデータの連携を前提とすると、LODを再度議論することは必要だと
考えられる。

意見② 国内においても、国際標準に合わせ、LODとして定義すべきではないか
海外の動向をみると、各国の慣習に合わせ、独自のLODを策定している。また後述のMETと合わせて運用していることもあり、国際
標準を前提としながらも、国内の慣習に合った運用を議論することが大切だと考えられる。

意見③ LODをLevel of Detail、Level of Developmentどちらで考えるべきか
LODの扱いについては前述の論文※1等ではで以下のように整理されている

Level of Detail
詳細度。どれだけ多くの詳細がモデル要素に含まれるかを示すもの

Level of Development
進捗度。モデル要素の形状と属性がどの程度考えられたものであるかを示す指標でありプロジェクトチームメンバーがモデルの使用に際
してどの程度信頼できるかを示すもの

参考資料

建築BIM推進会議を踏まえ、来年度以降求められる検討について
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③LOD

契約で分かれている各フェーズをまたいで情報を連携するためには、いつ誰がどこまで何を入力するのかというデータ作成のルールを定
義することが必要になり、ガイドラインでも以下のEIR、BEPが必要とされています

BIM 発注者情報要件 （EIR／Employer s Information Requirements ）
特定のプロジェクトにおいて、発注者として求める、BIM データの詳細度、プロジェクト過程、運用方法、契約上の役割分担等を示し
たもの。

BIM 実行計画書（BEP／BIM Execution Plan）
特定のプロジェクトにおいてBIM を利用するために必要な設計情報に関する取決め。 BIMを活用する目的、目標、実施事項とその
優先度、詳細度と各段階の精度、情報共有・管理方法、 業務体制 、関係者の役割、システム要件 等 を定め文書化したもの。
プロジェクトの関係者間で事前に協議し合意の上、要件書として発行する。

EIR、BEPで示されるべき詳細度は主にプロセス管理の視点で用いられており、Level of Developmentの意味で用いられているが、
実プロジェクトで運用出来るかどうかも含め、議論が必要である。

具体的な検討について
建築BIM推進会議で検討されたガイドラインやワークフローを元に、各業界団体毎にLODについての議論（既に行っている団体は
再議論）を行うことが望ましい。その上で建築BIM推進会議の場で各業界団体のLOD案を持ち寄った議論を行うことでプロセスを
横断的にマネジメント出来る指標としてのLODの在り方を議論することを提案します

※1

参考資料

平野 陽, 川島 範久, 安田 幸一(2018) 日本におけるBIM活用プロジェクトでのLevel of Development 
(LOD)策定の実態 日本建築学会技術報告集 24巻56号 333-338
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④MEA (MET)

海外の建築情報管理について
建築のライフサイクルを通して一貫して建築情報を利用する場合、特に契約を交わす場合は、関係者間で情報を伝達
する為の指標が必要になります。国際的にはLOD（前述）とMEA（モデル要素責任分担）で共通を図っています。

MEAはModel Element Authoring scheduleと呼ばれ、何を（Classification）、いつ（Phase）、誰が
（MEA）、どの程度（LOD）の情報を決定するかを管理する表です。国によってMET（Model Element Table)と
呼ばれたりもします。プロジェクトの建物モデルはMEAによって管理されます。縦列には分類体系別に整理されたエレメント
が記載されています。横の行にはプロジェクトのフェーズ毎に、LOD、MEAが記載されています。

誰が入力するか→
MEA

Model Element Author

何を→
Classification／分類体系

※分類体系は国によって異なる

←どの程度入力するか
LOD

←いつ入力するか
Phase

ニュージーランドのMEA
比較的簡易な記載になっている

参考資料
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⑤LOD、MEAの現在の状況と今後の議論

国内の状況
これまで、各団体や学会でLODやMETが議論されてきましたが実際に運用するには至っていません。理由はいくつかあると
思いますが、業界団体を横断した議論が出来ていなかったことが挙げられます（日建連施工WG発行のBIM施工図
LODやJIAの標準LOD検討等）2019年度の建築BIM推進会議では設計図ベースの設計契約や国内の契約の考え
方が議論されましたが、これらの問題もLODやMETによる情報管理が出来ない理由の一つだという意見を頂いております。

建築BIM推進会議での議論
今年度の建築BIM推進会議では情報の非連続や一貫した情報管理の必要性と問題点の整理を第1に考えたため、
LODやMETに関して、国内での運用実現性、建築情報としての有効性については議論は出来ませんでした。しかしなが
ら、国内のBIM推進のためにはLODやMETの議論は避けて通れないとの意見を多数頂きました。このような状況を踏ま
え、今年度のガイドラインでは、来年度以降の議論を引き出すため、各関係者間で情報を伝達する為の指標として別添
参考資料（たたき台）業務区分に応じた各ステージの業務内容と、各ステージで必要となるBIMデータ・図書を作
成しました。

今後必要な検討等
EIR、BEPについても今後部会１で議論がなされる予定ですが、LODやMEAに関しても、その必要性、有効性を検討す
ることが必要だと考えられます。また、本部会のCDE議論で参考にしたニュージーランド政府のBIMハンドブックに付録とし
て添付されているEIRやBEPは良く出来ており、2020年度のBIMを活用した建築生産・維持管理プロセス円滑化モデ
ル事業において、実プロジェクトで参考になると考えられます。

参考資料
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BIM IFC

IDM

MVD

Information Delivery Manual

Model View Definition

データ連携プロセスにおいてIFCをどのように活用するかを記述

BIMデータからどのような情報を出したいかデータ連携要求を定義

⑥IFCを扱う上で必要なIDMとMVDについて 補足資料
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（４）その他

40



活動目標と方針
buildingSMART Japanでは、建物のライフサイクルを通してデータを

共有化し、有効な相互運用を可能にするための活動を行っています。コ
ンピュータを利用した高度情報化に対し、標準化を図り、異なるソフトウ
ェア・アプリケーションでも利用できるデータの共有化とその活用の実現を
目的としています。

①buildingSMART Japanの概要

41

設立趣旨
buildingSMARTは、建設業界におけるデータの共有化および相互運

用を目的として、IFC（Industry Foundation Classes）の策定や
BIMの標準化活動を行う国際的な団体です。IFCは、2013年に国際
標準ISO(16739:2013)となりました。
現在、buildingSMARTは日本を含む18の国際支部があり、その日

本支部が一般社団法人buildingSMART Japanです。
データの共有化による相互運用をソフトウェア上で解決できてないことが、

建築ライフサイクルにおいて、非効率的な作業をもたらしているという問題
意識から、 1995年、北米12 の会社がジョージア州アトランタで開催さ
れたA/E/C システムショーで相互運用の可能性を立証するための一連
のプロトタイプ・アプリケーションを展示するとともに、世界の建設業界に対
し、この活動への参加を募りました。
その結果、IAI (International Alliance for Interoperability、

現buildingSMART International )が誕生し、半年後の1996年、
IAI日本支部（現 一般社団法人buildingSMART Japan）が創立
されました。

参考
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活動内容
建設分野のデジタル化を目的としたBIMデータに関連する標準化・普及展開を行っているbuildingSMART International(bSI)の日本支部

として、bSIと協調し、国内におけるオープンなBIM環境の推進のため、IFC仕様の理解・策定、活用するための活動を、建設分野の企業・諸団体と
連携して進めている

buildingSMARTJapan（bSJ）の委員会概要
理事会 bSJ活動の経営全般の意思決定業務。
広報委員会 building SMART Japanの活動及びIFCの認知拡大業務。
運営委員会 各小委員会の活動の把握、メンバー企業、他機関との調整業務。
技術統合委員会 bSIや国内外のBIM関連活動と連携し、BIMに関する技術的課題の把握や調査、課題解決をするための

WGやタスクフォースなどの構築を推進。国内のIFCソフトウェア検定に必要な技術資料の整備。
建築委員会 小委員会活動を軸に、建築における日本のBIMの普及展開を推進。
土木委員会 土木分野におけるIFCをベースとしたプロダクトモデルの構築、インプリメンテーションおよび利用に

関する開発調査研究および普及展開。

国内の諸団体と連携
一般財団法人日本建設情報総合センター (JACIC)一般財団法人建築保全センター
公益社団法人日本ファシリティマネジメント協会(JFMA) 一般社団法人日本建築学会
一般社団法人日本建設業連合会 特定非営利活動法人設備システム研究会
Industrial Automation Forum(IAF) 一般財団法人流通システム開発センター（GS1 Japan）

参考
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背景・目的
構造BIMデータを鉄骨専用CADに受け渡すルールを、ゼネコン各社

で独自に行なっていた。
このため、鉄骨専用CADベンダーは、ゼネコン毎の独自フォーマットに

対応しなければならなかった。
同様の事例は、建具等の専門工事業者との連携にも見られ、中間

ファイルの乱立、専門工事業者の負担増につながっていた。
また、設計者が提供するデータ（BIMデータ、Excel等）と施工者・

専門工事業者が求めるデータ形式の不一致により、設計・施工・製造
の間でデジタルデータの断絶があった。

建築生産プロセスにおける情報の伝達を、デジタルデータで行なう共
通基盤を整備し、設計から施工・製造に伝わる
情報がデジタルデータで伝わる仕組みの構築を目的とする。

設計から、施工、製造の各フェーズでBIM活用が広がるが、各々の会社内で完結し、データが連携しない。
データ活用について、各社が独自に専門工事業者との連携を模索するため、専門工事業者がゼネコン毎に個別に対応している。
⇒ データ連携の共通ルール化を目的に、2018年9月に「建築データ連携小委員会」を発足

建設会社A社

ファブa社 ファブb社 ファブc社 ファブd社

建設会社B社 建設会社C社 建設会社D社

ゼネコン各社が異なるフォーマットでData連携

共通化

②bSJデータ連携小委員会発足の背景

BIMデータ連携の課題
① 設計、施工、製造、維持管理の各フェーズでデータが断絶

② データ連携の独自フォーマット乱立

③ 伝えるべきデジタルデータの整理ができていない
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②bSJデータ連携小委員会発足の背景 有志によるデータ連携活動の例

SKOTT構造分科会の活動成果 昇降機設備分科会の活動成果
ELV4社で異なる鉄骨2次部材のBIM部品を共通化し、中間ファイ

ルを定義することで、鉄骨専用CADとデータ連携ができるように取組み
を行なっている。
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